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【序   論】                                                  
 

１ 計画の概要 

（１）はじめに 

本圏域は、構成市町の連携により広域行政を推進するため、道内の先駆けとして 

昭和42年に中空知市町振興協議会を組織し、昭和45年には「中空知広域市町村圏振 

興計画」を、昭和55年には「新中空知広域市町村圏振興計画」をそれぞれ策定して 

きており、産業・経済、健康・福祉、教育・文化など幅広い分野にわたる圏域の振 

興策を盛り込むとともに、それらを着実に実行しながら圏域の発展に努めてきた。 

平成元年８月に「ふるさと市町村圏」の選定を受けたことを契機に、平成２年に 

は「中空知広域市町村圏振興計画」を「中空知ふるさと市町村圏計画」に移行し、 

構成５市５町の出資と北海道からの助成によって「ふるさと市町村圏基金」を設置 

した。 

その後、国の要綱等に基づき広域行政を総合的かつ効果的に推進するため、構成 

市町の総合計画等との整合も図りながら、平成10年には「第２次中空知ふるさと市 

町村圏計画」を、平成20年には「第３次中空知ふるさと市町村圏計画」をそれぞれ 

策定し、諸施策を実施してきたが、平成21年３月には、国の広域行政圏施策の転換 

により「広域行政圏計画策定要綱」及び「ふるさと市町村圏推進要綱」が廃止され、 

新たな広域行政圏施策推進のため「定住自立圏構想推進要綱」が定められた。 

このことにより、中空知ふるさと市町村圏計画の策定の根拠と財政的な支援が失 

われ、一旦は、地域の実情に応じて関係市町が自主的に協議を行い広域行政に取り 

組むこととなった。しかしながら、中空知広域市町村圏組合における、継続的な広 

域施策は今後も必要であるとの共通理解のもと、これまでの連携事業の推進と広域 

行政圏の新たな施策の展開に努めていくこととし、「第３次中空知ふるさと市町村圏 

計画」は本圏域独自の計画として引き続き推進すべきものとして位置付けられた。 

平成29年度には、「第３次中空知ふるさと市町村圏計画」の期間が満了することか 

ら、「第４次中空知ふるさと市町村圏計画」を同年度中に策定する必要があったが、 

計画期間を１年間延長して平成30年度までとした。この１年間延長については、国 

が新たな広域行政圏施策として講じた「中空知定住自立圏」と「中空知広域市町村 

圏」がそれぞれの役割を果たし補完しあうことが、中空知圏域全体にとって有益で 

あると判断し、両計画間の連携と内容充実を図る観点から、「第２期中空知定住自立 

圏共生ビジョン（平成31年度～）」と「第４次中空知ふるさと市町村圏計画」の開始 

時期を一致させることとした経過がある。 

この度策定した、「第４次中空知ふるさと市町村圏計画」は、昭和45年11月に中空 

知広域市町村圏組合が設立されて以来、組合が長年培ってきた広域行政のノウハウ 

や実績を有効活用するとともに、圏域５市５町で事業を展開するスケールメリット 

を最大限に活かしたものとなっており、圏域内の連携を深め圏域の充実発展を図る 

ための指針として本計画を推進する。
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（２）計画の役割 

本圏域は古くから地理的、経済的にも密接な関係で繋がっており、特に昭和42年 

６月23日に行われた中空知行政懇談会を皮切りに、中空知市町振興協議会、そして、 

中空知広域市町村圏組合において各市町が「連携、連帯」し、圏域の様々な「問題、 

課題」について議論を重ね、多くの成果を得ると同時に圏域の発展に大きく寄与し 

てきた。 

  今後においても、本圏域がこれまで長年培ってきた「連携、連帯」を更に強固な 

ものとし、「連携、連帯」の礎である圏域内の「交流」を更に深めるとともに、「人 

材育成」を図りながら計画を推進していく。 

 

○圏域市町の連携、連帯を図る 

単独市町では行なえない事業や取り組みを圏域５市５町というスケールメリットを活か

して実施することで、圏域市町の連携、連帯を図る。 

 

○圏域内の問題、課題の解消を図る 

圏域内の市町は地理的、経済的にも密接な関係で繋がっており、圏域内の問題や課題は、 

圏域各市町の問題となって圏域全体に大きな影響を与えることから、広域圏組合の協議体 

で圏域内の問題、課題を協議する。 

 

○圏域内における交流、人材育成を図る 

圏域における高度化そして複雑化する社会情勢に対応し、圏域住民の発展した生活を担 

保するため、圏域内における住民交流及び各市町職員の人材育成を図る。 

  

（３）計画の概要 

ア 計画の名称  

この計画の名称は「第４次中空知ふるさと市町村圏計画」とする。 

 

イ 計画の期間  

本計画は、10年先を目標として中空知圏域のあるべき姿を見据え、平成31年度か 

ら平成35年度までの５年間を計画期間とする。 

 

ウ 計画の区域 

この計画の区域は、芦別市、赤平市、滝川市、砂川市、歌志内市、奈井江町、上 

砂川町、浦臼町、新十津川町、雨竜町の計10団体（５市５町）の行政区域とする。 
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エ 推 進 体 制  

構成市町の市町長で構成する理事会において、広域施策に関する方向性と位置付 

けを決定し、また、理事会の補助組織である企画調整会議、会計管理者会議及び副 

市町長会議の開催を経るとともに、必要に応じて担当者会議も開催し広域施策に関 

する協議や調整、関連事業等の実績管理など適切な推進管理に努める。 

    

（４）計画の構成 

ア 基本構想 

長期的な展望に立った中空知ふるさと市町村圏域の展望を示すものであり、第４ 

次中空知ふるさと市町村圏計画の基礎となるものである。 

 

イ 基本計画 

基本構想に掲げる中空知ふるさと市町村圏域の展望を実現するための方策を具現 

化、各分野にわたって取り組む方策を総合的・体系的に示したものである。 

  

ウ 事業計画  

第４次中空知ふるさと市町村圏計画の実効性を確保し、基本計画を実現するため 

の具体的な事業を示すものである。 
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２ 圏域の現状  

（１）圏域の概況 

ア 沿 革 

本圏域は、明治の中頃より開拓が始まり、明治23年１月に屯田開拓兵村として滝 

川村が開村したのに続いて、同年８月には滝川村に隣接した奈江村（現砂川市）が 

開村し、開発の進展に伴う分村、あるいは合併を経て今日の芦別市、赤平市、滝川 

市、砂川市、歌志内市、奈井江町、上砂川町が形成されている。 

また、同じく明治23年１月に奈良県吉野郡十津川村移住民の開拓地として新十津 

川村が設置され、次いで同25年２月には華族組合農場として開拓された雨竜村が開 

村し、同32年５月には浦臼村が月形村から分村、これらにより浦臼町、新十津川町、 

雨竜町が形成された。 

その後、明治42年４月開村の江部乙村が、町制施行後の昭和46年４月に滝川市と 

合併したことにより、現在の５市５町から組織される中空知圏を構成するに至って 

いる。（図の「行政区域変遷表」を参照） 

 

イ 位置と地勢 

本圏域は、北海道のほぼ中央に位置し、北端は北緯43度42分56秒、南端は北緯43 

度12分16秒、東は東経142度22分20秒、西は東経141度29分にわたる総面積2,162.07 

平方キロメートルの区域で、東は富良野圏域、西は留萌圏域、南は南空知圏域、北 

は北空知圏域と接している。 

地勢としては、東西は山岳地となっており、この中間部を石狩川が流れ平野部を 

形成している。東部は、夕張山系の芦別岳（標高1,726メートル）、幾春別岳（標高 

1,063メートル）などの高山群と大雪山系との間を縫って流下する石狩川の支流で 

ある空知川流域の平坦部からなり、西部は、増毛山系の暑寒別岳（標高1,491メー 

トル）、群別岳（標高1,376メートル）、南暑寒岳（標高1,296メートル）や樺戸山系 

のピンネシリ（標高1,100メートル）などの高山群と天塩山系を源とする雨竜川及 

び増毛山系を源とする徳富川流域の平坦部からなる。 

これら東西の支流は石狩川と合流し、石狩川流域として平坦で広大な石狩平野の 

北端部を形成している。 

また、西部山岳地は、雨竜沼湿原を有する暑寒別天売焼尻国定公園に指定されて 

おり、高山群が広がる東部は、清澄な湖沼や滝も数多く存在し、富良野芦別道立自 

然公園に指定されている。    

 

ウ 地 質  

圏域中央部は、石狩川をはじめ、その支流である空知川、雨竜川、徳富川などの 

河川によって形成された沖積層、洪積層が大部分を占め、肥沃で広大な農耕適地と 

なっている。山岳部は、第三紀層の夾炭地層が多いことから、優良な炭層を抱き、 

かつては産炭地として著しい発展をみた。また、圏域内においては温泉資源が豊富 

である。 
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エ 気 象 

本圏域は、広大な面積を有し、東端と西端は山岳地帯であり、中央部は石狩川流 

域の平坦部からなっているため、気温、風向、雨量など地域により気象が異なる。 

しかし、全体的にみると内陸性気候が強く、地勢の関係から年間を通して夏は南 

風、冬は北風が強く、夏季の降雨量と冬季の降雪量が多い。 

年間平均気温は平野部で摂氏6.7℃前後、山間部は7.3℃前後であり、最高気温は 

平野部で32.0℃、山間部で34.0℃程度、最低気温は平野部で零下23℃程度となって 

いる。 

年間降水量は、概ね1,300ミリメートルで、特に８月下旬から９月にかけて最も 

雨量が多い。 

根雪期間は11月下旬から４月上旬頃までで、最深積雪量は平坦部で120センチメ 

ートル前後であるが、140センチメートルを超えることもある。 

日照総時間は、1,500時間前後で、３月から９月までが比較的多い。 

 

オ 人 口 

本圏域は、明治20年代以降、農業と豊富な良質炭の産出によって発展を遂げ、さ 

らに道央から道北、道東を結ぶ経済交流の中継地点として重要な位置を占めてきた。 

しかし、圏域内人口は国勢調査で昭和35年の約31万人をピークに、圏域の基幹産 

業であった石炭産業の衰退と日本全体の少子高齢化による人口減少、また、中核都 

市圏、とりわけ札幌圏への人口流出などが大きな要因となって、平成22年には約12 

万人、平成27年には11万人を割り、年々減少している。 

また、出生率の大幅な低下による少子高齢化は年々進行し、圏域内高齢化率が平 

成22年には33.0パーセントであったが、平成27年には37.7パーセントとなっている。    
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人口の動向（総人口、年齢階層別人口）  

         （単位：人） 

区    分 総 人 口  

0～14 歳 15～29歳 30～64歳 65歳以上 不詳 

芦 別 市 14,676 1,109 1,313 5,847 6,405 2 

赤 平 市 11,105 835 909 4,397 4,964 0 

滝 川 市 41,192 4,456 4,815 18,186 13,353 382 

砂 川 市 17,694 1,758 1,993 7,362 6,390 191 

歌 志 内 市 3,585 217 245 1,451 1,672 0 

奈 井 江 町 5,674 516 588 2,357 2,212 1 

上 砂 川 町 3,479 258 307 1,260 1,654 0 

浦 臼 町 1,985 197 175 844 769 0 

新十津川町 6,831 755 636 2,807 2,631 2 

雨 竜 町 2,749 262 393 1,052 1,042 0 

圏 域 計 108,970 10,363 11,374 45,563 41,092 578 

 (資料：平成 27年国勢調査) 

 

産業就業別人口の動向（構成比）   

            （単位：人、％）  

区    分 全 産 業  

第 1次産業 第 2次産業 第 3次産業 分類不能 

芦 別 市 6,152 642 1,691 3,778 41 

赤 平 市 4,474 207 1,219 2,994 54 

滝 川 市 18,850 926 3,385 13,819 720 

砂 川 市 7,740 463 1,755 5,339 183 

歌 志 内 市 1,306 34 329 940 3 

奈 井 江 町 2,584 435 692 1,450 7 

上 砂 川 町 1,157 24 316 806 11 

浦 臼 町 1,023 523 101 385 14 

新十津川町 3,219 853 481 1,832 53 

雨 竜 町 1,273 498 121 653 1 

圏 域 計 47,778 4,605 10,090 31,996 1,087 

 構成比  100.00   9.64  21.12  66.97  2.27 

(資料：平成 27年国勢調査) 
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(M23.1.15)

20 新十津 (M25.2.4)

明 川   村

(滝川村ほか１村戸長役場）

30

　

(M33.6.1) (M32.5.27)

芦別村 雨竜村 雨竜村

40 を所轄 戸長役場

治 (M42.4.1) (M43.11.3)   

江部乙村 町制

大

10

正 (T12.6.15)

町制

10

昭  (S15.4.1) (S16.4.1)

 町制 町制 (S19.4.1)

20  奈井江村

(S24.1.1) (S25.9.1)
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40 町制 町制

46

50

和

60

年

平

成

　 　

（資料：各市町の市史・町史より）
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（
江
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乙
町
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（２）現状と課題 

ア 産業の振興 

中空知圏域は石狩川、空知川流域の肥沃な土壌と気候条件に恵まれ、基幹作物で 

ある水稲のほか、野菜・メロン・花きなどの高収益作物が作付けされており、また、 

タマネギ・小麦・そば・大豆などの作物が生産され、畜産、果樹園経営も行われて 

いる。特に水稲は、土地基盤の整備やライスターミナル（コンビナート）施設の設 

置と有効活用、経営の近代化が積極的に進められてきたことにより、道内において 

は最高品位の良質・良食味米生産地帯を形成している。 
しかし、農畜産物の輸入自由化や農産物価格の低迷、産地間競争の激化など、農 

業を取り巻く環境は厳しく、また、農業者の高齢化や後継者不足による担い手の確 

保も深刻化しており、農家戸数の減少、農地の遊休地化が危惧されている。 

また、中空知圏域内は森林面積が多く、森林資源が豊富であることから、木質バ 

イオマス資源を有効活用するなど、自然資源を活用した新たな事業展開を推進する 

必要があり、商業については、個人消費の商圏拡大や郊外型大型店の進出により、 

既存商店街では小売店舗が減少し、空き店舗が増えるなど商業機能が低下傾向にあ 

る。そのため、地域に密着した、きめ細かなサービスの提供や大型店との差別化を 

図る中で、地域の特性を活かした商業形態と経営内容の改善により、経営の安定化 

を図る必要がある。 

技能の継承は産業を振興するうえで重要であり、地域の人材育成にもつながるが、 

一朝一夕に成就するものではないことから、引き続き技能継承の推進を図っていく 

必要がある。 

鉱業については、かつて基幹産業として石炭産業が活発に営まれていたが、国の 

エネルギー需要構造の変革によって縮小、閉山を余儀なくされた。平成７年の歌志 

内市の空知炭鉱閉山により、坑内採掘を行っている炭鉱は全て姿を消し、現在は露 

頭掘りを行っている一部の炭鉱が存続している状況にあるが、今後とも露頭炭採掘 

事業の継続が必要である。 

圏域内には観光資源が数多く存在し、「体験型」「合宿型」「交流型」など、各種 

形態による観光産業の推進に力を注いできた。 

しかし、人口減少や利用者ニーズの多様化等により各施設の利用者は減少し、一 

部の施設は指定管理者制度の導入など、行政・民間・地域が連携した運営改善を行 

っているが、その運営状況は厳しいものがある。今後とも、観光資源については多 

様な利活用方法を検討し、圏域全体の財産としてＰＲに努め、集客を図る必要があ 

る。圏域観光については、周辺に人口規模の大きな札幌圏域や旭川圏域が存在して 

いることから、札幌圏及び旭川圏との距離の近さを活用した日帰り観光や立ち寄り 

型観光をきっかけとし、圏域内への交流人口の増加を図り、観光振興を進める必要 

がある。 

  また、産炭地域における炭鉱立坑などの施設は圏域の歴史を知るうえでも貴重な 

存在であることから、圏域における歴史観光スポットとして観光振興を討していく 

ことも必要である。 
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イ 交通・情報体系の整備 

本圏域内には、鉄道・バスの公共交通機関が整備されており、地域住民にとって 

重要な役割を担っている。しかし、鉄道やバス路線は、自家用自動車などの普及や 

人口の減少により利用者が減少しており、特に廃止となったバス路線や全面的に公 

営バスに移行した路線が存在している。このため、通勤、通学、通院、交通弱者な 

どの日常生活における利便性の確保や地域産業の活性化、観光振興の観点からも公 

共交通を維持する必要がある。また、高齢化の進展に伴う運転免許返上者の増加に 

よる公共交通機関利用の増、少子化による学生の公共交通機関利用の減など、圏域 

内の公共交通機関を取り巻く環境は従来から大きく変化していることから、公共交 

通機関の仕組みや役割を再度検討していくことが必要である。 

 

ウ 生活環境の整備 

本圏域においては、圏域住民の生活を支える「地域公共インフラ（「上水道」、「下 

水道」、「ごみ処理」、「し尿処理」、「消防」）」を広域的に運営してきている。これま 

でも日々圏域住民の生活を支えているインフラであるが、それぞれの施設も設置か 

ら長い年月が経過していることから、施設の更新や修繕が必要不可欠な状況となっ 

ており、今後も施設を安全で長期的に使用し、圏域住民に対する公共サービスを提 

供していくためには、中長期的な施設の更新や修繕が必要である。このことから、 

これまでどおり各インフラを安全安心に使用していくために、地域公共インフラ運 

営について広域的な協議等が必要である。 

 

エ 保健・医療・福祉の向上 

本圏域の高齢化率は37.7パーセントで、全道平均29.1パーセントを大きく上回っ 

ており、このような高齢社会を迎えた今日、高齢者が安心して快適な生活を送るこ 

とができる環境づくりが必要である。また、高齢化や生活様式など社会環境が近年 

変化してきたことに伴い、疾病等の発生状況が複雑、多様化してきていることから、 

医療サービスへのニーズに対応した医療体制の確立が重要となっているとともに、 

訪問看護などの在宅医療及び健康診断等の充実を図りながら、安定した医療を提供 

するため、関係機関との連携により医療従事者の確保を図る必要がある。さらに、 

地域センター病院の機能として、住民の健康と安心を育むための保健・医療・福祉・ 

介護との連携や圏域内医療機関等の連携による役割分担、生活習慣病などに対応す 

る専門診療科目の充実を図り、地域医療を安定的、かつ継続的に確保していく必要 

がある。 
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オ 教育・文化の振興 

中空知圏域では様々な教育カテゴリー（「幼児教育」、「義務教育」、「高等学校教 

育」、「大学及び専門学校教育」、「特別支援教育」、「社会教育（生涯学習）」、「社会 

体育（スポーツ・レクリエーション）」及び「芸術文化」）において、教育が推進 

されており、特に幼少期の子ども達を対象とした図書館連携事業を活発に実施し 

ている。今後は更に圏域内における教育や研修を充実させ、特色ある地域づくり 

に寄与することが必要である。 

このことから、それぞれの教育カテゴリーと連携した教育や研修の実施、また、 

圏域内において広域的な教育事業の推進が必要である。 

芸術文化は住民の生活に精神的な潤いを与えるとともに、心の豊かさを醸成す 

るものであり、住民ニーズに対応した芸術文化にふれあう機会の拡充を図る必要 

がある。 

また、文化連盟など地域で活動する団体をはじめ、住民の創造的文化活動を支 

援するとともに、各文化施設が連携した一体的な事業展開が求められている。そ 

のため、住民の自主的な諸活動への参加意欲を高めるとともに、学習等の機会の 

拡充や多様化する活動内容に対応できる施設整備が必要である。 

史跡・文化財については、郷土史料館やまちの歴史に関わる貴重な財産を後世 

に伝え保存するため、文化財保存活動、研究会及び伝統芸能の伝承など、保存・ 

収集に努める必要がある。 

 

カ 国際交流・コミュニティ活動の推進 

今日、各種機会において、教育、文化、スポーツ、経済など幅広い分野での国際 

交流が行われている。 

圏域内においても、さまざまな受入事業や派遣・交流事業が行われているが、こ 

れら活動によって培われたものを活かし、継続的活動と事業の推進が必要である。 

住民意識の多様化や少子高齢化により、地域コミュニティや連帯感が希薄化して、 

相互扶助の精神や知識の継承等にも大きな影響を及ぼしている。 

このため、地域コミュニティ活動の継承と住民自治意識の向上による地域づくり 

への参画意識を醸成させ、安心して生活できる地域づくりが必要である。 

また、事業の推進を担う各市町職員の人材育成は、いつの時代も問わず不変なも 

のであり、単独の市町での実施も必要であるが、各市町担当職員等が一堂に会す、 

圏域事業特有であるスケールメリットを活かした研修を実施し、各市町職員の人材 

育成に努める必要がある。 
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基 本 構 想 
 

中空知ふるさと市町村圏の将来展望 

 

１ 総体的展望 

 

２ 施策別展望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

【基本構想】                                                  
 

中空知ふるさと市町村圏の将来展望 

１ 総体的展望 

昭和45年11月の中空知広域市町村圏組合の設立以来、組合では圏域全体の現状におけ 

る課題に対応すべく、「中空知広域市町村圏振興計画」、そして「中空知ふるさと市町村 

圏計画」により、圏域の発展に大きく寄与する事業を実施してきたが、平成21年３月、 

これまでの国おける広域行政圏施策が転換され、定住自立圏構想が打ち出された。 

定住自立圏は中心市と周辺市町村が、自らの意志で１対１の協定締結での事業推進に 

対し、広域圏組合事業は構成自治体が一体となって事業を推進するものであり、双方の 

制度が連携、補完しあう水平補完関係により、新たな広域連携の拡大となり、地域課題 

に対し、より有効に対応していくことができる。 

このことから、中空知広域市町村圏組合では、これまでも実施してきている「産業・ 

観光」、「教育・文化」、「コミュニティ活動」、「広域連携」、「交通災害共済」、「交通遺児 

奨学」の６項目の振興及び推進に、「中空知ふるさと市町村圏基金」、「中空知交通災害 

共済事業基金」及び「中空知交通遺児奨学事業基金」の３基金を有効活用し、圏域５市 

５町のスケールメリットを活かした事業や、それぞれの市町が行っている事業を結びつ 

ける事業などを柔軟かつ弾力的に取り組むことにより、圏域５市５町において「共通認 

識」、「相互補助」及び「創意工夫」が図られるよう努めていく。 
 

（１）共通認識 

本圏域は石狩川と空知川の流域地帯に位置し、肥沃な大地や水資源に恵まれた農業 

が盛んであり、かつては日本のエネルギー産業を支えた産炭地域であったことから、 

圏域内にはＪＲや国道、道央自動車道が接続しており、道央、道北、道東を結ぶ交通 

の要衝として発展し、圏域内は元より圏域外からも人そして物の流通が盛んであった。 

このように、圏域内の市町は古くから地理的、経済的にも密接な関係で繋がってお 

り、圏域内の問題や課題は、圏域各市町の問題となって圏域全体に大きな影響を与え 

ることから、今後も広域圏組合の協議体で圏域内の問題、課題を協議し「共通認識」 

が図られるよう努める。 

 

（２）相互補助 

現在、日本全体が本格的な人口減少社会の到来を迎え、本圏域においても大幅な人 

口減少と急激な少子高齢化が進んでいる。また、グローバル化の進展や地域経済の低 

迷、地方分権の推進など、地方自治体を取り巻く環境は大きく変化している。 

このような中、単独市町では行なえない事業や取り組みを圏域５市５町というスケ 

ールメリットを活かして実施することや、それぞれの市町が行っている事業や取り組 

みを結びつける事業の推進により、更に圏域市町の連携、連帯を図り、「相互補助」 

が図られるよう努める。 
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（３）創意工夫 

これまでも、圏域の各市町が連携、連帯し、圏域の様々な課題、問題について議論 

を重ね、人との関わり合いの中から、様々な解決策やアイディアが生まれ、圏域の発 

展に大きく寄与してきた。 

このことから、圏域における事業推進や問題、課題の協議を始め、高度化そして複 

雑化する社会情勢に対応すべく、事業や課題における発想や新しい展開の創出を図る 

ため、圏域内における住民交流及び各市町職員の人材育成を推進し「創意工夫」が図 

られるよう努める。 

 

２ 施策別展望 

（１）産業・観光の振興  

地域の特色を活かした個性的で魅力的な観光資源の整備を促進し、観光施設の魅力 

を高めるとともに、広域的な観光・レクリエーション事業を展開し、豊かな自然環境 

と新たな観光産業が融合した四季折々の体験型観光を推進する。 

また、各種イベントの開催や広域観光の情報提供を積極的に行い、観光客の誘致を 

図る。   

 

（２）教育・文化の振興 

圏域内の優れた芸術・文化に親しむ機会や自ら発表する機会を拡充するとともに、 

郷土の歴史・文化の保存、継承などに努め、住民の自主的な芸術文化活動の促進を図 

り、文化の振興を推進する。 

また、広域的な観点から図書施設の効率的な利用を推進し、良質な図書を提供する 

ほか、人材を活かして有機的に結び付けることに努める。 

 

（３）コミュニティ活動の推進 

人と人とのつながりを大切にし、地域や世代を越えた交流機会をつくるとともに住 

民が主体となった交流活動を推進する。 

また、地方分権時代を迎え、コミュニティ活動の果たす役割と、その重要性はます 

ます高まることから、住民のコミュニティ意識の高揚に努める。 

 

（４）広域連携の推進 

社会の変化により人、物、そして情報がこれまでの枠を超えて行き来する時代とな 

り、地域での問題や対応がより複雑化してきており、認識力、コミュニケーション力、 

そして発想力が求められてくる。 

このことから、担当者会議等において、地域課題の共通認識、コミュニケーション 

を図るとともに、多種多様な価値観を受け入れる柔軟かつ新しい発想、そして広い見 

地の醸成を目的に先進地視察等を行い、広域連携の推進を図る。 
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（５）交通災害共済の推進 

圏域内住民に対し、交通事故に対するセーフティーネットを提供できることから、 

交通事故被害者に対し、見舞金を支給することにより被害者救済対策の充実に努める。 

 

（６）交通遺児奨学の推進 

交通事故により生計中心者を失った遺児に対し、奨学金を支給する。近年は交通遺 

児奨学金の支給対象者は減少傾向であるが、交通事故のリスクが無くなっていないこ 

とから、事業の継続が求められている。 
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基 本 計 画 
  

 

１ 産業・観光の振興 

 

２ 教育・文化の振興 

 

３ コミュニティ活動の推進 

 

４ 広域連携の推進 

 

５ 交通災害共済の推進  

 

６ 交通遺児奨学の推進 

 

 

 



 

【基 本 計 画】                  

 

１ 産業・観光の振興 

（１）物産振興 

     これまでも５市５町のスケールメリットを活かした事業として、道内外のイベント 

に参加し、構成市町の物産振興に努めてきた。 

特に札幌大通り公園で行われている「オータムフェスト」には、イベント名が変わ 

る前の「リンケージアップ・フェスティバル」の頃から出店し物産の振興に努めてき 

た（平成11年から平成27年まで）。 

現在は、圏域内外から多くの来場者がある「中空知物産展（赤平市で開催）」や「な 

かそらち大収穫祭（砂川市で開催）」において、圏域内の地場産品の振興を目的に特 

産品の提供及びＰＲを行う事業を行い、引き続き物産の振興を図っている。 

平成26年から平成28年までは、（一財）新日本スーパーマーケット協会より講師を 

招聘し、食品関連業者等を対象に商品のみがきあげや販路拡大に向けた商品力・営業 

力強化のためのセミナーや個別相談会を開催し、東京ビックサイトでのスーパーマー 

ケット・トレードショーに出店し、特産品ＰＲ及び商談成約の営業活動を行い、圏域 

の商品開発や商品の販路拡大を推進した。 

また、ＳＴＶラジオ「しゃかりきようへい」や「大山慎介のちょっと暮らし北海道」 

の番組内で中空知圏域市町のＰＲ放送を行うと同時に、リスナーへのプレゼントに中 

空知の特産品を盛り込むことにより、道内は元より道外とりわけ関西、中部方面に中 

空知の魅力を発信している。 

今後もイベントやラジオ放送を通じ、圏域内外に中空知圏域の物産の魅力を発信・ 

ＰＲし、物産振興に努めていく。 

なお、各物産振興事業とも複数年継続実施していることから、今後は物産の提供方 

法等を検討し、更にイベント来場者やラジオ視聴者が「なかそらち」を意識する事業 

内容を検討し中空知の物産の振興を図っていく。 

 

【主な事業】 

○中空知食と観光・物産フェア事業 

○中空知イベントスタンプラリー事業 

○ＳＴＶラジオ特産品及びイベントＰＲ事業 

 

（２）観光振興 

これまでも５市５町のスケールメリットを活かした事業やそれぞれの市町が行なっ 

ている事業や取り組みを結びつける事業を実施するとともに、圏域内の観光振興を目 

的に圏域内外に観光ＰＲ冊子、ラジオ及びモニターツアーなどの媒体を通して観光Ｐ 

Ｒを行ってきた。 

観光ＰＲ冊子については、プロポーザル方式により観光冊子製作事業者を選定し、 

これまでの圏域内目線による冊子製作に加えて、圏域外の目線を加えることにより、 

更に中空知の魅力が発信され、伝わる冊子として仕上げている。 
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なかそらち周遊観光モニターツアーについては、「中空知のお祭りに参加」、「中空知 

らしい農業や観光の体験」、そして「中空知の魅力を地元の人から直接伝える」の３つ 

をコンセプトに掲げ、これまでの実績を踏まえ、商品化を図れるようツアープラン内 

容を更に具体的に検討する。 

また、ＳＴＶラジオ「しゃかりきようへい」や「大山慎介のちょっと暮らし北海道」 

の番組内に中空知圏域市町のＰＲ放送を行うことで、道内外に中空知の観光の魅力を 

発信し観光振興に努めていく。 

なお、各事業とも複数年継続実施していることから、定期的に事業の見直しを行う 

とともに、複数の観光ＰＲ媒体を有効かつ関連づけすることで、圏域内外の人に更に 

「なかそらち」を意識する事業の企画を図っていく。 

また、圏域においては豊かな自然景観があることから、今ある地域資源を活かす観 

光振興も併せて検討していく。 

  

【主な事業】 

○ＳＴＶラジオ特産品及びイベントＰＲ事業 

○なかそらち周遊観光モニターツアー事業 

○イベント支援ＰＲ事業 

 

（３）産業振興補助 

人々が豊かな生活を営む上で、欠くことのできない製品を生み出す技能は、全ての 

産業と深い関わりを持ち、地域経済発展の基礎となる。 

このことから、本圏域の技能者や企業が持っている技術・技能の重要性、必要性、 

優秀性を子供から大人まで幅広く発信し、技能尊重にかかる気運を高め、優れた技能 

の維持向上と更なる人材育成を推進することを目的に、平成11年よりスキルアップセ 

ンター空知において「匠の技とふれあう日」が開催されている。 

技能の振興は産業振興の柱であり、地域の人材育成でもあるが、一朝一夕に成就す 

るものではないことから、今後も「匠の技とふれあう日」事業経費の一部を補助する 

ことにより、継続的に圏域内の技能振興を図っていく。 

 

【主な事業】 

○「匠の技とふれあう日」補助事業 

 

２ 教育・文化の振興 

（１）図書館連携 

幼少期は、豊かな情操を育て、生涯にわたる人間形成の基礎を培う上で極めて重要 

な時期であり、この時期における読み聞かせにより、子ども達の想像力及び感受性を 

育み、世の中の喜びや苦しみ、そして自分自身の生きる喜びや悲しみを理解する一助 

となり、結果的に人間としての生きる力を持つことができることになる。 

このことから、中空知５市５町の司書、図書館職員が連携し、共同で進めている「な 

かそらち図書館ネットワーク推進事業」において、幼少期の子供対象の絵本等の読み 

聞かせ事業等を推進してきた。 
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     「絵本作家講演会」では、絵本作家を招いて、子ども達への絵本の読み聞かせを行 

っているが、毎回多くの来場者を数え、好評を博している事業である。また、國學院 

大學北海道短期大学部で行われる「おはなしカーニバル」は、地域大学との協働事業 

であり、学生ボランティアを中心としたスタッフによる絵本の読み聞かせやブラック 

パネルシアターなど、手作り感あふれ心温まる事業が展開されている。 

今後も、圏域内の教育の振興を目的に図書館司書を中心に幼少期の子ども対象の絵 

本等の読み聞かせ事業等を更に推進していく。 

また、事業継続に必要不可欠な読み聞かせをする人材育成も併せて重要であること 

から、おはなし講習会、研修会などを通じて、読み聞かせ技術習得及び技術向上を図 

るとともに、地域連携での事業展開を図っていく。 

 

【主な事業】 

○なかそらち図書館ネットワーク推進事業（絵本作家講演会、おはなしカーニバル、読 

み聞かせ育成研修会） 

 

（２）芸術・文化交流 

芸術文化は住民の生活に精神的な潤いを与えるとともに、心の豊かさを醸成するも 

のであることから、住民ニーズに対応した芸術文化にふれあう機会の拡充や、文化連 

盟など地域で活動する団体をはじめ、住民の創造的文化活動を支援するとともに、各 

文化施設が連携した一体的な事業展開を図っていく必要がある。 

このことから、平成14年、圏域内の文化の振興を目的に芸術・文化交流事業である、 

なかそらち・ふるさと文化の集いが新十津川町で開催されたのを皮切りに、その後、 

今日まで５市５町それぞれ芸術文化施設を舞台として事業が推進されてきた。 

しかし、事業開始から年月が経過し、圏域内の芸術文化に対する住民ニーズや郷土 

芸能団体等の状況変化もあり、計画策定に係る事業見直し等に関する意向調査結果及 

び実行委員会での協議を踏まえ、事業としての一定の役割を終えたと判断し、なかそ 

らち・ふるさと文化の集いについては、平成32年の２巡目をもって終了することとす 

る。 

なお、併せて２巡目終了までに、なかそらち・ふるさと文化の集いに代わる時代に 

即した芸術・文化交流事業の検討を重ねていく。 

 

【主な事業】 

○なかそらちふるさと文化ネットワーク事業 

 

３ コミュニティ活動の推進 

（１）人材育成 

各市町担当職員等が一堂に会す、中空知広域市町村圏組合事業特有であるスケール 

メリットを活かした研修会を実施し、各市町職員の人材育成及び連携に努めている。 

今後においても、初任者研修を始め、その時々で研修実施の必要性が高いテーマの 

研修会を実施し、研修を通じての職員のスキルアップを図るとともに、他市町職員と 

の連携に寄与していく。 
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【主な事業】 

○人材育成事業（女性リーダー研修他） 

 

（２）広域コミュニティ活動 

圏域内の広域コミュニティ活動を目的に、広域圏ホームページを開設し管理運営を 

行っており、ホームページについては、中空知圏域市町や広域圏組合の事業やイベン 

トを掲載することにより、中空知を圏域内外に幅広くＰＲしている。 

今後はスマートデバイス対応や各市町のホームページとのリンクなどにより、見や 

すく利用しやすいよう更新を図り、更なる地域情報の発信につなげていく。 

また、地元ＦＭラジオを活用することにより、圏域内市町のイベント情報やイベン 

トの生中継を放送し、圏域への幅広い情報発信を継続して行っていく。 

 

【主な事業】 

○広域コミュニティホームページ事業 

○ＦＭなかそらち事業 

 

４ 広域連携の推進 

（１）広域連携 

社会の変化に伴い個人価値及び意識の多様化が進むことにより、地域における問題 

や課題への対応がより複雑化している。 

このことから、必要に応じて、担当者会議において広域的な事務や事業、各市町や 

圏域全体の問題などをテーマとして、現場目線での協議を行ない、共通認識やコミュ 

ニケーションを図り、更なる広域連携の推進を図る。 

また、視察研修を通じて様々な人や物事を見聞及び体験することで、多種多様な価 

値観を受け入れる柔軟かつ新しい発想、そして広い見地の醸成を図る。 

 

【主な事業】 

○広域連携事業（視察研修他） 

 

（２）広域交流 

圏域外の広域団体との情報交換や交流を目的に広域行政圏連絡会議等に参加し、広 

域行政における情報収集及び情報交換を実施していく。 

また、広域連携を推進していくためには、住民の広域的事業への認識及び理解が重 

要となってくることから、圏域内のおける住民の交流や広域的施設の利用等を通じて、 

広域的な視野や考え方の醸成が図れるよう検討していく。 

 

【主な事業】 

○広域交流事業（広域行政圏連絡会議他） 
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５ 交通災害共済の推進  

 

圏域内住民の交通環境の確保を目的に交通事故による災害救済事業を実施している。 

昭和43年の災害救済事業を実施後、昭和54年の加入者数29,585人、共済加入率35．8 

パーセントをピークに、加入者数及び加入率は減少傾向にあるが、掛け金が安価で圏域 

内住民に対し、幅広いセーフティーネットサービスの提供を行ってきていることから、 

更なる事業の周知を図りながら事業を継続していく。 

しかし、事業収支は基金からの繰入で収支を整えてきていることから、可能な限りの 

継続となる。 

 

【主な事業】 

○交通災害共済事業（交通事故による災害救済事業） 

 

６ 交通遺児奨学の推進  

交通事故により生計中心者を失った遺児に対する奨学金支給事業を実施している。近 

年、支給対象者が減少しているが交通事故のリスクは無くなっていない事から、奨学制 

度の広報活動を更に充実させ事業を継続していく。 

しかし、広報活動の充実後もなおかつ事業対象者が少なくなることも想定されること 

から、可能な限りの継続となる。 

  

【主な事業】 

○交通遺児奨学事業（交通事故により生計中心者を失った遺児に対する奨学金支給事業） 
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＜事業体系図＞

コミュニティ活動推進事業

イベント用テント貸出事業

産業振興補助事業

産業・観光振興事業

教育・文化振興事業

広域コミュニティ活動推進事業

ＦＭなかそらち事業

広域連携事業

芸術・文化交流事業 なかそらちふるさと文化ネットワーク事業

人材育成事業

ホームページの運営・管理事業

観光振興事業 観光、イベント及び特産品宣伝事業

交通遺児奨学事業 交通事故により生計中心者を失った遺児に対する奨学金支給事業

交通事故による災害救済事業

技能振興補助事業（隔年）

図書館連携事業 なかそらち図書館ネットワーク推進事業

交通災害共済事業

広域交流事業 道内広域市町村圏団体等との情報交換事業

広域連携事業

地場産品及び観光のＰＲ事業

物産振興事業 地域特産品の魅力づくり事業

圏域内周遊による広域観光ルートの創出事業

担当者会議及び各種研修会の開催

視察研修事業

講演会・研修等事業
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事 業 計 画 

 
１ 産業・観光振興事業  

 

２ 教育・文化振興事業 

 

３ コミュニティ活動推進事業 

 

４ 広域連携事業  

 

５ 交通災害共済事業 

 

６ 交通遺児奨学事業 
 

 

 

 

 

 



 

事業内容・年度事業費（千円） Ｈ３１ Ｈ３２ Ｈ３３ Ｈ３４ Ｈ３５

物産振興

事業

観光振興
事業

産業振興
補助事業

技能振興～匠の技とふれあう日補助事業
中空知圏域内の産業振興を目的に、圏域内の
技能振興を図る事業に対し補助を行う。

0 100 0 100 0

3,398 3,498 3,398 3,498 3,398

■教育・文化振興事業
事業内容・年度事業費（千円） Ｈ３１ Ｈ３２ Ｈ３３ Ｈ３４ Ｈ３５

図書館連

携事業
なかそらち図書館ネットワーク推進事業

中空知圏域内の教育の振興を目的に図書館司
書を中心に絵本等の読み聞かせ事業等を実施

する。
また、読み聞かせの講習会や研修会を開催し
て、読み聞かせ技術習得及び技術向上を図

る。

678 678 678 678 678

芸術・文
化交流事

業

なかそらちふるさと文化ネットワーク事業

中空知圏域内の文化の振興を目的に芸術・文
化交流事業等を実施する。

908 908 908 908 908

1,586 1,586 1,586 1,586 1,586

事業内容・年度事業費（千円） Ｈ３１ Ｈ３２ Ｈ３３ Ｈ３４ Ｈ３５

人材育成事業

中空知圏域内の人材育成を目的に研修講師を
招き、初任者研修を始めその時々で研修実施
の必要性が高いテーマの研修会を実施する。

694 694 694 694 694

広域コミュニティホームページ事業

ＦＭなかそらち事業

中空知圏域内の広域コミュニティ活動推進を

目的に圏域市町のイベントや広域圏事業を圏
域内外に幅広くＰＲするため、広域圏ホーム
ページを開設し管理運営を実施する。

地元ＦＭラジオを利用し、中空知圏域内市町
の情報やイベントの生中継を放送すること

で、圏域内の情報を発信及びＰＲする。

1,665 1,665 1,665 1,665 1,665

2,359 2,359 2,359 2,359 2,359

事業内容・年度事業費（千円） Ｈ３１ Ｈ３２ Ｈ３３ Ｈ３４ Ｈ３５

広域連携事業

広域的な事業、中空知圏域市町や圏域全体の

課題・問題などをテーマとし、担当者会議及
び先進地視察研修を実施する。

1,869 1,869 1,869 1,869 1,869

広域交流事業

中空知圏域外の広域団体との交流を目的に広
域行政圏連絡会議等に参加し、広域行政にお

ける情報収集及び情報交換を実施する。

中空知圏域住民交流を通じての広域的な視野
や考え方の醸成する。

89 89 89 89 89

1,958 1,958 1,958 1,958 1,958

9,301 9,401 9,301 9,401 9,301

事業内容・年度事業費（千円） Ｈ３１ Ｈ３２ Ｈ３３ Ｈ３４ Ｈ３５

11,197 11,197 11,197 11,197 11,197

事業内容・年度事業費（千円） Ｈ３１ Ｈ３２ Ｈ３３ Ｈ３４ Ｈ３５

284 284 284 284 284

20,782 20,882 20,782 20,882 20,782

11,197 11,197 11,197 11,197

交通事故により生計中心者を失った遺児に対

する奨学金支給事業を推進する。

3,398 3,398 3,398

計

■交通遺児奨学事業　

3,398

■交通災害共済事業　
事業名

■広域連携事業　

事業名

11,197

小　計

計

広域連携
事業

事業名

計

交通災害共済事業
交通事故による災害救済事業を推進する。

合　計

事業名

交通遺児奨学事業

計

■産業・観光振興事業　
事業名

計

■コミュニティ活動推進事業　

計

事業名

284

中空知食と観光・物産フェア事業
中空知イベントスタンプラリー事業

ＳＴＶラジオ特産品及びイベントＰＲ事業

なかそらち周遊観光モニターツアー事業
イベント支援ＰＲ事業

中空知圏域内の地場産品の振興を目的に圏域

内において物産フェアやお祭りにおいて特産

品の提供を行う。
中空知圏域内のイベントをスタンプラリーで

周遊することで、中空知の新たな魅力を発信
するとともに、併せて圏域のイベントのＰＲ
による集客を図る。

中空知圏域内の周遊観光ルート創出を目的に
モニターツアーを実施する。

中空知圏域内の観光振興を目的に圏域内外に
観光冊子、ラジオなどの媒体を通して観光Ｐ

Ｒを行う。

構成市町で行われるイベント等に祭事用テン
トを貸出し観光振興に寄与する。

3,398

284 284 284 284

コミュニ

ティ活動
推進事業
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【参考】 

 
＜基金説明＞ 

・中空知ふるさと市町村圏基金 

・交通災害共済事業基金 

・交通遺児奨学事業基金 

 

＜基金残高＞ 

 

＜基金運用＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

＜基金説明＞ 

 

・中空知ふるさと市町村圏基金 

平成２年に各市町からの出資金と道の補助金により、中空知ふるさと市町村圏基金を創 

設。その後、中空知ふるさと市町村圏基金条例に基づき基金の運用を開始した。 

基金創設当初は10億円で運用を行っていたが、平成28年12月に６億円を出資市町へ返還 

し、現在は残り４億円での運用を行っている。 

今後においても、４億円を有効運用することで得られる運用益をふるさと市町村圏基金 

事業に充てることにより、広域事業を推進していく。 

 

・中空知交通災害共済事業基金 

昭和43年に交通事故による災害救済制度としての一部事務組合を設立し、会費等を原資 

として中空知交通災害共済事業基金を創設。 

交通事故による災害救済見舞金を基金から支給する。 

 

・中空知交通遺児奨学事業基金 

昭和51年に中空知信用金庫（現北門信用金庫）から交通遺児奨学事業制度の基金として 

寄附（４か年に分けて、3,000万円）されたことにより、中空知交通遺児奨学事業基金を創 

設。 

交通事故により生計中心者を失った遺児に対して、基金から奨学金を支給する。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-21-   



 

＜基金残高＞

基金名 区　分 出資者等

補助金 北海道

中空知交通災害
共済事業基金

加入会費 共済事業加入者

中空知交通遺児
奨学事業基金

寄　附 北門信用金庫

※平成31年１月31日現在

＜基金運用＞

平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

2019 2020 2021 2022 2023

2008年12月4日

2027年3月20日

中空知交通災害
共済事業基金

39,889 普通預金 ・ 定期預金 金融機関
店頭

表示

金利

中空知交通遺児
奨学事業基金

24,018 普通預金 ・ 定期預金 金融機関
店頭

表示

金利

463,907 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000

※平成31年１月31日現在

8,000 8,000 8,000 8,000 8,000

運用
期間

計

計

中空知ふるさと
市町村圏基金

（単位：円）

基　金
（国債）

400,000

基金名 運用金額

出資金 構成５市５町
中空知ふるさと
市町村圏基金

2.0%財務省

基金残高

39,889,400

24,018,177

（単位：千円）

芦別市　　　31,272,000
赤平市　　　27,369,000
滝川市　　　90,000,000
砂川市　　　27,795,000
歌志内市　　21,741,000
奈井江町　　20,964,000
上砂川町　　20,619,000
浦臼町　　　18,846,000
新十津川町　22,221,000
雨竜町　　　19,173,000

＜内訳＞

300,000,000

100,000,000

463,907,577

区　分 発行体等 金利

計画額
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